
海外安全官民協力会議 第八回幹事会開催結果（概要） 
 
１．日時及び場所 平成１６年１１月２６日 海外邦人安全協会会議室  
 
２．出席者 幹事会メンバー ２１名 

  外務省 海外邦人安全課長 
邦人テロ対策室長ほか９名 

    
３．議事要旨 
 議題１ 治安情勢報告  

 
○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

１１月中数回に亘りコートジボワールにおいて行われた退避実態につい

て説明した。 
ウクライナ大統領選挙決選投票結果がもたらした治安情勢不安について

説明した。 
アフガニスタン大統領選挙後の治安情勢について説明した。 
タイ情勢について説明した。 
アラファトＰＬＯ議長死去後のテロ情勢について説明した。 

 

 議題２ 中小企業対策  
 

メンバー（海外進出企業及び安全対策関係団体）より海外進出中小企業の危

機管理及び安全対策についての説明を頂き、意見交換を行った。 
 

〈メンバーＡよりの報告〉 
安全対策の基本は、①海外安全ホームページ等よりの情報収集、②組織の

経営トップ陣に、安全対策に対する認知度をアップさせる。③各種マニュア

ルを整備する。④緊急な事件・事故等に備え、医療アシスタンスサービスに

加入する。⑤「自分の安全と健康は自分で守る！」との意識を持つ。⑥他と

比べて怠らない対策を備えることである。 
 
〈メンバーＢよりの報告〉  
○大手企業と違い中小企業の場合は一般的にヒト・モノ・カネの面で十分に

余裕がないこともあり、派遣者のための生活基盤の整備、例えば医療対策や

安全対策を講じることもなく進出しているのが現状と思われる。 
○中小企業にどういうサポートができるのかは、これからの検討課題である。
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ちなみに、現在外務省が提供している渡航情報は大変有益だと思う。又、邦

人テロ対策室が実施している全国版の「危機管理リレー・セミナー」も評判

がよい。こうした活動は地道かも知れないが、情報提供や啓発活動を継続し

て繰り返し実施することが重要であり、講師の方々は、いうなれば“海外安

全伝道師”といえる。 
○メンバーの皆さんにも力を貸して頂き、関係官庁・団体ならびに大手企業

が連携して中小企業に手を差し伸べることが重要である。海外安全問題は比

較的利害関係が少ない分野なので、互いに足を引っ張り合うのではなく、共

通の敵、共通の犯罪者に対し手を取り合って立ち向かうべきである。 
○企業の対策を促進するためには、まず経営トップ層の意識を変えることが

重要。安全対策や危機管理というのは、潜在的な利益を生むもので、営業の

売り上げのように目に見えるものではないだけに、トップの理解がないと企

業に浸透しないし、担当者も育成できない。 
 

〈メンバーＣよりの報告〉 

中小企業においては、担当者はおろか、危機管理に対してまったく配慮され

ていない企業が多数あるのが実態である。 
特に問題なのは、危機管理対策について中小企業の経営者にその危機感がな

いことである。対策を取っていると自負している中小企業であっても、詳細を

確認すると医療関連のサービスに加入している程度である。その経営者の意識

改革を行うには、危機管理面だけでなく、「企業責任」や「複利厚生」の面と

併せて行っていく必要がある。 
 

〈質疑応答・意見交換〉 

○外務省が有意義な安全情報を提供しているので、中小企業関係者へ、その

ような情報があることを周知するべき。 
○地味ではあるが官民協メンバーが、取引先等の中小企業への安全対策の広

報を行う等出来ることを行っていくべき。 

○中小企業の安全対策強化に現地商工会議所を活用するべき。 

○中小企業経営者の危機管理に対する意識は希薄である。政府が中小企業に

対しての危機管理対策指導等を必要と考えるのであれば、定期的に危機管理、

安全対策についての赴任前研修及びマニュアルづくりの指導を行うべき。 
○学校教育として交通安全と同じように海外安全についても行えないか。 
○中小企業と同様に、大手企業の経営トップであっても危機管理に対して関

心が薄い。 
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４．次回開催日 

平成１７年１月２８日（金）１５：００～１７：００ 

（於：海外邦人安全協会・会議室(予定)） 

 

                                 以上 

 


